


























































































出金残高の合計額は，2018 年 3 月末現在，333 兆円となっている。預金取扱金融機関国内
勘定貸出金残高合計額 606 兆円の 54.9％を占めている。預金取扱金融機関貸出残高の約半
分を地域金融機関が占めている。その内訳をみると，地域銀行の貸出残高は 251 兆円，構
成比率は 41.4％，協同組織金融機関の貸出残高は 82 兆円，構成比率は 13.5％となっている。







都市銀行   4
信託銀行 15





埼玉りそな銀行（注 3）   1
信用金庫 261
信用組合 148
















　第 2次安倍内閣は経済成長重視の方向性を強めた。2012 年 12 月 26 日に成立した第 2
次安倍内閣は，2013 年 1 月以降，デフレ脱却と成長率引上げのために「アベノミクス」
と呼ばれる経済政策を展開した。大胆な金融緩和，機動的な財政政策，民間投資を喚起す
る成長戦略を「3本の矢」と読んで，これを通じて成長を促進しようとした。2013 年 6 月
には成長戦略を具体化した「日本再興戦略」が具体化された（5）。この成長主義的政策は，





いた森信親氏が 2013 年 6 月に金融庁検査局長に就任すると，金融庁は事業性評価を重視






2008 年 3 月末 シエア 2018 年 3 月末 シェア
（億円） （％） （億円） （％）
大手銀行など（注 1） 2,184,905  42.5 2,402,651  39.6
地方銀行 1,476,307  28.7 1,986,165  32.8
第二地銀  426,733   8.3  522,959   8.6
信用金庫  635,501  12.4  709,314  11.7
信用組合   93,999   1.8  110,784   1.8
労働金庫  104,234   2.0  127,622   2.1
農協  215,986   4.2  205,040   3.4
合計（注 2） 5,137,665 100.0 6,064,535 100.0
（注 1）　都市銀行，信託銀行，その他の銀行の合計。
（注 2）　ゆうちょ銀行を含まず。
（出所）　「金融マップ 2019 年版「『金融ジャーナル』増刊号，2018 年 12 月，8－9ページ。
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るビジネスモデルをいかにして確立することができるかという点に重点をおいて，検証や
議論を行った（8）。












































































































の大まかな推移をみれば，金融機関の総融資量は 1980 年から 1990 年にかけて激増した後，
1990 年から 2000 年にかけて低迷し，2000 年から 2010 年にかけて減少し，2010 年代後半
に漸増している。
　2000 年以後の金融機関の業態別推移をみれば，1990 年から 2010 年にかけて地方銀行の
構成比率が上昇する一方で，都市銀行，信用組合の構成比率が低下している。2010 年代
には業態別構成比率に大きな変化はない。
　地域銀行の融資額は 2000 年には 185.1 兆円，2018 年に 253.4 兆円となっており，この
間に地方銀行の融資の増大を反映して増加しているといえる。
　協同組織の地域金融機関の融資額については，信用金庫の融資額が 1990 年から 2000 年，
2014 年から 2016 年にかけて増加し，信用組合の融資額が 1990 年から 2010 年にかけて減
―7―
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少している。協同組織の地域金融機関の融資額は 2000 年には 82.9 兆円，2018 年に 82.0
兆円となっており，この間，融資は低迷していたといえる。
　銀行の貸出について立ち入って考察してみよう。全国銀行協会の現在のホームページに
掲載されている「各種統計資料」の 1996 年以降の銀行の貸出残高の推移をみれば，第 4
表に示されているように，全国銀行の貸出残高は，1999 年末から 2004 年末にかけて減少
し，2005 年末以後後微増したものの，2009 年末から 2010 年末にかけて再び減少し，その
後増加傾向に転じているものの，その増加は緩やかである。全国銀行貸出金残高は 1996
年末には 486 兆円であったが，2018 年末には 498 兆円と同規模となっている。
第 3表　金融機関の融資量
 （単位：1000 億円，％）
1980 年 1990 年 2000 年 2010 年 2014 年 2016 年 2018 年
都　銀
772 2535 2422 2085 2343 2524 2511
35.1 41.5 39.1 36.8 37.9 37.7 36.1
長信銀
169 522 340 － － － －
7.7 8.6 5.5 － － － －
信託銀
209 626 465 379 415 468 504
9.5 10.2 7.5 6.7 6.7 7.0 7.2
その他銀行
－ － － 101 127 150 194
－ － － 1.8 2.1 2.2 2.8
地　銀
415 1132 1345 1550 1726 1858 2010
18.9 18.5 21.7 27.4 27.9 27.7 28.9
第二地銀
200 447 506 435 462 492 524
9.1 7.3 8.1 7.7 7.5 7.3 7.5
信　金
246 538 687 642 645 739 709
11.2 8.8 11.1 11.3 10.4 11.0 10.2
信　組
64 152 142 94 98 112 111
2.9 2.5 2.3 1.7 1.6 1.7 1.6
　労　金
18 31 74 112 119 124 127
0.8 0.5 1.2 2.0 1.9 1.8 1.8
農　協
103 124 216 227 214 207 205
4.7 2.0 3.5 4.0 3.5 3.1 2.9
ゆうちょ銀
2 6 10 40 31 25 61
0.1 0.1 0.2 0.7 0.5 0.4 0.9
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　上記統計から金融機関の業態別推移をみると，貸出金残高は 2001 年末には都市銀行が
1999 年末から 2010 年末にかけて減少傾向をたどった。その後，2011 年末から 2018 年末
にかけて増加傾向をたどった。だが 2013 年末や 2018 年末には 3％を超える対前年度増加
率がもられたものの，全体としてその増加は微増にとどまった。都市銀行の貸出金残高は
1996 年末には 217 兆円であったが，2018 年末には 198 兆円となっている。





年末～2005 年末，2009 年末～2010 年末には 2％未満にとどまっている。地方銀行の貸出





1996 年 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年
全国銀行 486 491 487 467 463 447 431
都市銀行 217 221 221 215 215 207 213
地方銀行 138 140 140 137 137 136 135
第二地銀 54  54  54  52  49  45  44
2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
全国銀行 412 402 407 414 415 434 425
都市銀行 199 188 188 190 186 196 187
地方銀行 135 137 140 143 147 154 154
第二地銀 42  40  41  42  43  44  44
2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年
全国銀行 416 422 429 443 454 467 478
都市銀行 178 178 178 185 187 190 190
地方銀行 156 160 165 171 177 184 191
第二地銀 44  44  45  46  47  49  50














　第二地方銀行の貸出残高は 1996 年末から 2002 年末にかけて減少傾向をたどり，その後
上昇傾向に転じている。もっとも，その対前年増加率は，地方銀行よりも低く，2003 年
末から 2012 年末にかけて，2005 年末～2006 年末を除いて 2％未満にとどまっていた。日
本銀行の「預金・現金・貸出金」によれば，第二地方銀行の貸出金残高の対前年比増減率
は，2000 年代前半にマイナスとなっていた（33）。第二地方銀行の貸出金残高は 1996 年末に
は 54 兆円であったが，2018 年末には 52 兆円となっている。
　第 4表により 1996 年度以降今日に至る銀行貸出の趨勢を見ると，地方銀行の貸出の増
加がみられる一方で，都市銀行の貸出が減少し，第二地方銀行の貸出が低迷し，全体とし
て貸出が低迷，地域銀行の貸出増加は緩やかな増加にとどまっていたといえる。
　預金と貸出金の差額である「預貸ギャップ」は，銀行 114 行において，2008 年 3 月期
に 148 兆 5010 億 1800 万円，2012 年 9 月期に 202 兆 9503 億 4600 万円と，この間に拡大し，
貸出金残高が預金残高を大幅に下回った。東京商工リサーチが銀行 114 行を対象に行った
「2012 年 9 月期単独決算ベースの預貸率」調査では，9月期単独決算の預貸率は 68.3％と
なっている（34）。
　信用金庫および信用組合については，2003 年 3 月期から 2014 年 3 月期をみても貸出金
残高が低迷している。またこの間に預貸率が低下している（35）。
　金融機関の借入主体別貸出の対前年比を見ると，中小企業向け貸出は 2001 年度上期か
ら2012 年度下期にかけて，2005 年下年度～2006 年度下期を除いてマイナスとなっていた（36）。














2019 年 4 月版によれば，長期的にみれば（2006 年度以降），金融機関の当期純利益は高い
水準を維持していたが，預貸利鞘の縮小・国内資金利益の減少トレンドが継続しているこ
―10―









行 114 行『2016 年 3 月期決算　総資金利ざや』2016 年 9 月 12 日公開」）によれば，総資
金利ざやの中央値は，調査を開始した 2009 年は 0.29％であったが，その後は低下傾向を
たどり，2015 年には 0.17％にまで低下し，この低水準が 2016 年も続いていた。12 行は逆
鞘となっていた。「総資金利ざや」とは，貸出や有価証券で稼ぐ資金運用利回りから資金
調達利回りを差し引いた数値である。全国銀行の総資金利鞘は 2017 年度に 0.1％を割り込


















　日本銀行『金融システムレポート』2014 年 4 月版によれば，1982 年度から 2012 年度に
かけて，地域銀行や信用金庫の貸出利鞘は減少傾向をたどっている（20 ページ）。また，
金融庁［2016c］によれば，地域銀行の貸出利鞘（貸出金利回り〔利子率〕－資金調達利回
り〔利子率〕）は，2007 年度から 2015 年度にかけて減少傾向をたどっている。地域銀行
の 2016 年 3 月期決算を見ると，資金利益は，国内の金利水準の低下を受けた貸出利鞘の
減少が貸出残高の単純な増加では補えないことを主因に低迷している（41）。地域銀行の顧
客向けサービス業務（貸出・手数料ビジネス）の利益率は，2015 年 3 月期において 4割





















悪化やデフレに直面して，従来行われなかった規模での金融緩和政策が，1999 年 2 月の
ゼロ金利政策の導入以降，非伝統的金融政策として行なわれるようになった。日本銀行は，
「ゼロ金利」，「量的金融緩和」，「包括的金融緩和」，「量的・質的金融緩和」などの超金融











































た。1980 年代後半（1986 年 12 月）に生じたバブル経済は 1991 年 2 月に崩壊し，日本経
済は，今日まで続く経済停滞期，低成長期に突入した。名目成長率は，1980 年代にはお




　バブル経済崩壊後に訪れた 1990 年代，2000 年代初頭の不況期は「平成不況」期，ある
いは「失われた 10 年」と呼ばれている。内閣府景気基準日付によれば，この不況は 3つ
の時期に分けられている。すなわち，第 1次平成不況（1991 年 3 月～1993 年 10 月），第





　2000 年代に入っても経済の低迷が続き，「失われた 20 年」という言葉も用いられている。
―13―
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　2012 年 4 月～2012 年 11 月も不況期となっている。
　2002 年 2 月～2008 年 2 月には「いざなみ景気」がみられた。2012 年 12 月以降にも景
気拡大が見られ，これは 2019 年 1 月に至っても続いている。だが，その年平均成長率は
低く，それは前者については 1.6％，2012 年 12 月～2019 年 1 月については 1.2％に過ぎな
かった（57）。内閣府は 2019 年 3 月分の景気動向指数の基調判断を同年 1～2月分の「下方
への局面変化」から「悪化」に引き下げた（「景気『悪化』に引き下げ」『朝日新聞』2019






間企業向け貸出金残高は 1990 年代後半に減少傾向をたどり，2000 年代に入って横這いで



































が進んだ 1980 年代後半から急増した。平成不況期にはやや減退傾向を示したが，1980 年















1989 年度以降低下し，2012 年度以降やや上昇）や廃業率の上昇（廃業率は 1990 年代後半










































































































































































































































































































































































































































四銀行は，1992 年 2 月に本店と本店営業部の組織を一部改革し，営業推進部にあった融
資審査と債権管理を担当している融資管理室を分離し，審査部として復活させ，営業推進
と審査を分けることで，審査機能の強化を図った。同年 6月には営業関連部門を統括して
いた営業本部を廃止し，審査部門の独立性が強化された。その後，1996 年 6 月の組織改
革で，営業企画部の融資関連業務を審査部に移す一方で，従来の審査業務は新設の融資管
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普及するようになった。さらに，多数の個別的機械の協業体制である PCS（PunchCard
System）（情報をカードに穿孔の形で記憶させてから処理）も開発・導入された。日本の





を利用した第 2世代に移行し，1965 年から IC（集積回路）を利用した第 3世代に入り，









第 1次オンライン化（1960 年代後半～70 年代前半，業務・科目ごとの処理，本店と支店

































































































ング融資が 1998 年以降行われるようになった。2004 年 9 月末に地域金融機関 602 行のう





































































































の常勤職員数の推移を追うと，1995 年 3 月の 16 万人をピークに減少傾向をたどり，2005












生命保険の窓口販売が，銀行の営業担当者の働き方を大きく変えた（211）。1998 年 12 月に
投資信託の銀行窓販が解禁され，これに続いて保険の銀行窓販が 2001 年 4 月に一部解禁


































































「地域金融機関による事業性評価について」2014 年 10 月。
（10）金融庁作成「地域金融機関による担保・保証に依存しない融資による成長資金の供給」
（未来投資会議　構造改革徹底推進会合　「ローカルアベノミクスの深化」会合（中小
企業・観光・スポーツ・文化等）第 1回配布資料）2016 年 11 月、7ページ。
（11）日本銀行金融機構局［2015］4 ページ。我が国の総人口は、2017 年 10 月 1 日現在、
1億 2671 万人となっている。65 歳以上人口は、3515 万人となり、総人口に占める割合
（高齢化率）は 27.7％となっている。一方、15～64 歳人口は、1995 年の 8716 万人をピー
クに減少に転じ、2013 年には 7901 万人と 8000 万人を下回り、2018 年 10 月には 7596
万人（60.0％）となっている。15 歳未満人口は 2018 年 10 月 1 日現在、1559 万人（12.3％）
となっている（内閣府編『高齢社会白書』平成 30 年版、2018 年、2ページ）。年間の出
生数は、第 1次ベビーブーム期（1947～49 年）には約 270 万人となっていたが、2016
年の出生数は 100 万人を割った（内閣府編『少子化社会対策白書』平成 30 年版、2018 年、
5ページ）。
（12）我が国の総人口は、長期の人口減少過程に入っており、2029 年に人口 1億 2000 万
人を下回った後も減少を続け、2053 年には 1億人を割り、2065 年には 9000 万人を割り
込み、8808 万人になると推計されている。総人口が減少する中で 65 歳以上の者が増加
することにより高齢化率は上昇を続け、2036 年には 33.3％となり、3人に 1人が高齢者
となり，高齢化率はその後も上昇を続け、2065 年には 38.4％に達し、国民の約 2.6 人の
1人が 65 歳以上の者となる社会が到来すると推計されている。総人口に占める 75 歳以





















































（36）日本銀行『金融システムレポート』2008 年 3 月号、14 ページ、2018 年 10 月号、16
ページ。
（37）山本健三「異次元緩和に出口は来るか」『金融ジャーナル』2019 年 1 月号、8ページ。
（38）菅谷幸一［2017］第 2回、1－3ページ。2008 年 9 月期の銀行決算では地域銀行の約
3分の 1が赤字という深刻な状況になっていた（数阪孝志「地域銀行の決算と地域密着
型金融」『地銀協月報』2009 年 3 月、2－6ページ）。2015 年度の大手行、地域銀行、信
用金庫の決算をみると、いずれの業態ともコア業務純益が前年度と比べて減益となって
いた（日本銀行金融機構局『2015 年度の銀行・信用金庫決算』（『金融システムレポー




いた（「沈む地銀」『朝日新聞』2019 年 5 月 20 日付）。






（43）68 行あった相互銀行のうち 52 銀行が 1989 年 2 月 1 日に普通銀行に転換し、その後、
合併した 1行を除き、1990 年までに、全行が転換し、第二地方銀行として出発した。
合併や経営難のために第二地銀は 2019 年 1 月までに 40 行にまで減った（『ニッキン』




葉商大論叢』第 53 巻第 1号、2015 年 9 月、20 ページ、齊藤壽彦「日本銀行のマイナス
金利政策とその影響――副作用を中心として――」『千葉商大論叢』第 54 巻第 1号、
2016 年 9 月、1－26 ページ、等を参照。
（47）齊藤壽彦「マイナス金利政策と金利リスク」『ARIMASS 研究年報』第 15 号、2017
年 10 月、2－13 ページ。「マイナス金利、地銀に打撃　7割が減益」『日本経済新聞』
2017 年 2 月 14 日付。
（48）「銀行、リスク運用に走る」『日本経済新聞』2019 年 5 月 26 日付。
（49）黒田耕平「『地域銀行有価証券運用モニタリング中間とりまとめ』について」『金融
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金運用とリスク管理』2010 年、改定版、2017 年）。
（50）2004 年以降の役務取引等利益の推移をみると、都市銀行は 2004 年以降からフィー
ビジネスに積極的であったが、地方銀行および第二地方銀行も、預かり資産や法人役務
の推進といった手数料収入への依存が若干増大している。役務取引等利益は 2004 年を









（57）2019 年 1 月の政府の月例経済報告。「景気拡大『戦後最長の可能性大』」『朝日新聞』
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